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本資料は2025年5月13日時点の情報を基に作成して
います。

最新の情報は「米国関税対策ワンストップポータル」
（https://www.meti.go.jp/tariff_measures/index.html）

ほか各機関の情報をご確認ください

https://www.meti.go.jp/tariff_measures/index.html
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自動車等に対する米国の追加関税措置への対応（短期）

• 各地の経済産業局、政府系金融機関、商工団体、中小企業基盤整備機構等に特別相談窓口を設置（全国

約1,000箇所）。

相談窓口の設置

資金繰り・資金調達支援

• 関税影響を受けた中小企業のセーフティネット貸付の利用要件の緩和。

• 官民金融機関に対し影響を受ける中小企業の相談に丁寧に応じるよう要請。

• NEXIを通じた海外子会社への融資に対する保険の付与。

• 関税措置に起因した損失を、NEXI輸出保険のカバー対象に。

中堅・中小自動車部品サプライヤーの事業強化

• 地域の中堅・中小自動車部品サプライヤーに対して経営アドバイスや施策紹介等を行う「ミカタプロ

ジェクト」や、設備投資等に対する支援策（ものづくり補助金、新事業進出補助金の優先採択）の展開。

• サプライチェーンにおいて適切な価格転嫁が阻害されないよう、関係業界に対し要請。

出典：経済産業省 第1回米国関税対策本部資料「米国の自動車等関税発効後の短期の支援策」
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米国関税措置を受けた緊急対応パッケージ

出典：内閣官房 米国の関税措置に関する総合対策本部資料 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/tariff_measures/pdf/package_250425gaiyou.pdf

• 2025年4月25日に政府の米国の関税措置に関する総合対策本部において、中小企業への支援

策などを緊急対応パッケージとして決定

対応の５つの柱

1. 相談体制の整備

2. 影響を受ける企業への資金繰りを始めとした
支援の強化

3. 雇用維持と人材育成

4. 国内消費喚起策の強化と国民の暮らしの
下支え

5. 産業構造の転換と競争力強化
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相談窓口の設置

相談窓口の新聞広告相談窓口における対応（5/8時点）

• 全国約1,000カ所に相談窓口を設置し、これまでJETROを中心に計2,631件の問い合わせ。

相談内容は関税措置の詳細に関する相談が中心だが、足下では資金繰りに関する相談も増加。

全国の相談窓口の情報を、地方紙等に新聞広告として
掲載。

出典：経済産業省 米国関税対策ポータルサイト「米国の関税措置に対する国内対応について（5月12日時点）」https://www.meti.go.jp/tariff_measures/pdf/250512_01.pdf
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プッシュ型の影響把握

• 現場の声を積極的に拾う「プッシュ型の影響把握」をただちに開始。これまでに、政務や事

務方による企業訪問、業界との意見交換など、合計449件実施。

政務による現地訪問等

◼ 武藤経産大臣：マレーシア・タイ（4/29~4/30）
現地日系企業各社計12社

◼ 古賀経産副大臣：群馬（4/7）
スバル／自動車サプライヤー計7社

◼ 加藤経産大臣政務官：広島（4/10）
マツダ／自動車サプライヤー計8社

◼ 大串経産副大臣：東京（4/25）
IHI／航空機部品サプライヤー計４社

◼ 竹内経産大臣政務官：大阪（4/28）
ニプロ（医療機器メーカー）

中小企業等の生声（影響・懸念、要望）

◼ 現時点では直接的な影響はまだ多くはないが、将来の不
安の声は大きい。

◼ 今後の先行き次第では、米国向け販売減や値下げ圧力、
受注減、資金繰り悪化、雇用への影響を懸念しており、
動向を注視。

◼ 先行き不透明感から、投資計画や事業ポートフォリオの
見直し、販路開拓を検討する動きもあり。

◼ 第三国の関税率を含めた関税情報や支援策に関する、わ
かりやすく迅速な情報提供を要望する声が多数。

◼ 雇用への影響等を抑えるための資金繰り支援やエネル
ギーコストへの補助、コスト増加にかかる適切な価格転
嫁対策、新規事業分野への進出支援、国内投資支援、需
要喚起策を期待する声あり。

影響・懸念

要望

出典：経済産業省 第２回米国関税対策本部資料「米国の関税措置に対する国内対応について」及び「米国の関税措置に対する国内対応について（5月12日時点）」
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資金繰り支援

• 日本政策金融公庫等が実施するセーフティネット貸付の要件

を緩和し、支援対象を、米国の自動車等に対する追加関税措

置の影響を受ける事業者にまで拡大

セーフティネット貸付の要件緩和

官民金融機関への相談呼びかけ

• 金融庁・財務省等とともに官民金融機関に対し、資金繰り等

に重大な支障を来すことがないよう、影響を受ける中小企業

の相談に丁寧に対応するよう要請

最近３ヶ月の売上高が前年同期または
前々年同期に比べて５％以上減少等

本来対象要件

米国の自動車等に対する追加関税措置の
影響を受ける事業者（自動車業界の事業
者に限らない）については、対象要件を
満たしていると見なす

出典：経済産業省 第1回米国関税対策本部資料「米国の自動車等関税発効後の短期の支援策」
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資金繰り支援

• 自動車サプライチェーンをはじめとする日系子会社の

資金繰り悪化等に対応するため、日本企業の資金調達

を支援。銀行等が行う融資等の返済不能等による損失

をカバーするもの。

• NEXIの輸出保険（貿易一般保険等）において、一般的

な輸入関税措置は保険金支払事由とならないが、関税

措置決定前に有効な保険契約に対しては、今回の米国

の輸入関税措置に起因して、輸出契約が破棄され代金

回収不能等が発生した場合の損失は、保険金支払の対

象とする。

日本貿易保険（NEXI）による運転資金調達等の支援

出典：経済産業省 第1回米国関税対策本部資料「米国の自動車等関税発効後の短期の支援策」
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中堅・中小自動車部品サプライヤーの事業強化

• 中堅・中小自動車部品サプライヤーの事業強化のため、経営アドバイスや各種支援策を紹介

するプロジェクト

• 自動車産業集積地の県産業振興機構や中小機構に設置している支援拠点におけるセミナーや

実地研修、相談対応を通じて、サプライヤーの事業強化に向けた取組をサポート。

• 追加関税措置に伴い生じた経営上の課題等に関する相談にも対応。

ミカタプロジェクト

自動車部品サプライヤー事業転換支援事業ミカタプロジェクトポータルサイト 事業概要 https://auto-supplier-mikata.go.jp/outline/
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中小企業向け補助金の優先採択

• ものづくり補助金は、中小企業等の生産性向上や持続的な賃上げに向けて、革新的な新製

品・新サービスの開発等に必要な設備投資・システム構築等を支援する事業。

• 4月25日開始の第20次公募において、米国の追加関税措置により大きな影響を受ける事業者

様については審査時に考慮します。

ものづくり補助金

中小企業新事業進出補助金

• 新事業進出補助金は、中小企業・小規模事業者の、既存事業とは異なる新市場・高付加価値

事業への進出を支援する事業。

• 4月22日開始の第1回公募において、米国の追加関税措置により大きな影響を受ける事業者

様については審査時に考慮します。

出典：経済産業省 米国関税対策ポータルサイト 支援策概要
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米国関税対策ワンストップポータル

• 米国関税措置の情報を集約した”ワンストップ窓口”となる特設サイトを経産省HPに開設。

• 全国の相談窓口の役割分担や基礎的Q＆Aを掲載。また、特にニーズの高い詳細な関税情報は

JETROのHPに集約し、特設サイトと連携。

https://www.meti.go.jp/tariff_measures/index.html

主点：内閣官房 米国の関税措置に関する総合対策本部（第３回）資料「米国の関税措置に対する国内対応について」 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/tariff_measures/dai3/siryou042503.pdf
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